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第１章    計画策定にあたって 

 

 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国のこどもたちを取り巻く社会環境をみると、少子高齢化や核家族化の進行により

ライフスタイルや価値観のニーズが多様化し、生活環境の変化とともに、児童虐待やひき

こもりなどの家庭問題、地域社会のつながりの希薄化に関する問題は依然として解決すべ

き課題となっています。また、自殺やいじめなどの生命・安全の危機、子育て家庭の孤独・

孤立、格差拡大などの問題も近年顕在化しています。 

令和５年４月に、国において「少子化社会対策基本法」、「子どもの貧困対策の推進に関

する法律」、「子ども・若者育成支援推進法」等を包含する基本法として、こども基本法が

施行されました。こども基本法は、日本国憲法、児童の権利に関する条約の精神にのっと

り、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個

人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかか

わらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の

実現を目指すものとしています。 

また、同じく令和５年４月に、こどもの健やかな成長及びこどものある家庭の子育てに

対する総合的な支援、こどもの権利利益の擁護に関する事務等を行う機関としての「こど

も家庭庁」が発足しました。加えて、令和５年12月には、こども基本法の理念に基づき、

こども政策を総合的に推進するための政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める

「こども大綱」が閣議決定されました。 

本計画は、このような社会情勢や国の動向を踏まえ「第２次新かすがいっ子未来プラン」

の計画期間が終了することに伴い、こども基本法、子ども・子育て支援法、次世代育成支

援対策推進法等に基づいた、こども施策に係る計画を一体的に策定するものです。 
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２ 計画の性格・位置づけ 

本計画は、春日井市のこども・子育て支援に関する総合的な計画で、こども基本法に基づ

く「市町村こども計画」であり、子ども・子育て支援法第に基づく「市町村子ども・子育て

支援事業計画」、次世代育成支援対策推進法に基づく「市町村行動計画」、子ども・若者育成

支援推進法に基づく「市町村子ども・若者計画」、「成育医療等基本方針」の趣旨を踏まえた

「母子保健計画」を包含するものです。 

また、本計画の策定にあたっては、国の「こども大綱」や県の「こども計画」を勘案しつ

つ、「第六次春日井市総合計画」をはじめ、｢春日井市地域共生プラン｣、「心と体のかすがい

健康計画2035」、「第６次障がい者総合福祉計画」等の関連する計画との整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（仮称）第３次新かすがいっ子未来プラン 
市町村子ども・子育て支援事業計画 

市町村行動計画 

子どもの貧困対策推進計画 

母子保健計画 等 

第六次春日井市総合計画 

春日井市地域共生プラン 

心と体のかすがい健康計画２０３５ 

第６次春日井市障がい者総合福祉計画 

春日井市教育大綱 等 

【国】 

【愛知県】 
子ども・若者 
育成支援推進法 

次世代育成支援 
対策推進法 

子ども・ 
子育て支援法 

成育医療等 
基本方針 

こども基本法 

こども大綱 

愛知県 
こども大綱 
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３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和７年度から令和11年度までの５か年とします。 

ただし、計画期間の中間年度を目安として、社会情勢の変化を考慮し、必要に応じて見

直しを行います。 

 

計画期間 

 

令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
10年 

令和 
11年 

       

   

 

 

 

４ 計画の対象 

計画の対象は、こども基本法第２条に基づいて、「心身の発達の過程にある者」とします。

具体的には、出生前からおおむね40歳未満のこども・若者及びその家庭を対象とします。 

 

 

 

  

【仮称】第３次新かすがいっ子未来プラン 
（本計画） 

第２次新かすがいっ子未来プラン 

中間見直し 中間見直し 改定 改定 
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第２章    こども・若者や子育て家庭を取り巻く現状 

 

 

１ 数値でみるこども・若者、子育て家庭の現状 

（１）児童人口等 

① ０～39歳人口 

本市の０～39歳人口は、令和６年４月現在で119,874人となっており、平成27年と比較し

て、14,665人減少しています。 

 

０～39 歳人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日）  

17,701 17,531 17,101 16,715 16,233 15,788 15,274 14,761 14,054 13,440 

18,053 17,966 17,915 17,840 17,700 17,461 17,274 17,017 16,737 16,328 

9,592 9,440 9,269 9,066 8,998 8,988 9,005 8,923 8,916 8,838 

9,524 9,626 9,683 9,638 9,479 9,327 9,112 9,003 8,985 9,011 

20,982 21,435 21,858 22,246 22,682 23,005 22,966 22,548 22,684 22,528 

16,599 16,328 15,991 15,683 15,726 15,866 15,955 16,133 16,327 16,334 

42,088 40,640 39,184 38,172 37,048 35,984 35,159 34,404 33,965 33,395 

134,539 132,966 131,001 129,360 127,866 126,419 124,745 122,789 121,668 119,874 

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

（人）

０～５歳 ６～11歳 12～14歳

15～17歳 18～24歳 25～29歳

30～39歳
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② 出生数 

本市の出生数は年々減少しており、令和４年で2,105人となっています。直近10年は25～

39歳女性人口減少に伴い、出生数も減少傾向で推移しています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

 

 

女性人口と出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：出生数は愛知県衛生年報、女性人口は愛知県統計年鑑「愛知県人口動向調査」に

よる 

  

2,952 2,847 2,925 2,828 
2,674 2,635 

2,445 2,393 2,319 
2,105 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

（人）

29,472 
28,270 

27,103 
26,198 

25,223 24,672 24,044 23,763 24,093 23,910 

2,952 
2,847 2,925 

2,828 
2,674 2,635 

2,445 2,393 2,319 
2,105 2,571 

2,463 2,531 2,439 
2,317 2,281 

2,091 2,093 2,000 
1,855 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

（人）（人）

女性人口（25～39歳） 出生数 女性人口(25～39歳)

における出生数

女性人口 出生数 
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③ 合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率は平成27年以降減少傾向で推移しており，令和４年で1.33となっ

ています。また，全国・県と比較すると全国よりは高い値で推移しています。 
※合計特殊出生率は、「15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、１人の女性がその年齢 

別出生率で一生の間に産むとしたときのこどもの数に相当する。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国、県は人口動態統計、市は春日井市算出 

  

1.59 1.58 

1.67 
1.65 

1.60 1.61 

1.52 1.51 

1.44 

1.33 

1.47 1.46 1.57 1.56 
1.54 1.54 

1.45 1.44 
1.41 

1.35 1.43 1.42 
1.45 1.44 1.43 1.42 

1.36 
1.33 

1.30 1.26 

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

春日井市 愛知県 全国
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（２）子育て家庭の状況 

① 核家族世帯 

本市の18歳未満世帯員のいる核家族世帯数は平成22年から減少しており、令和２年で

27,091世帯となっています。また、18歳未満世帯員のいる一般世帯に占める核家族世帯の

割合は増加し、令和２年には91.9％となっています。 

 

18 歳未満世帯員のいる一般世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 

 

② ひとり親世帯 

本市の18歳世帯員のいるひとり親世帯数は平成22年から減少しており、令和２年で

1,530世帯となっています。 

 

18 歳未満世帯員のいるひとり親世帯数及び割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日）  

26,189 27,611 27,521 27,091 

4,845 4,372 3,560 2,390 

31,034 
31,983 

31,081 
29,481 

84.4 86.3 88.5
91.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）（世帯）

18歳未満世帯員のいる

核家族世帯数

18歳未満世帯員のいる

その他世帯数

核家族世帯の割合

1,613 
1,874 1,867 

1,530 

5.84 5.86 6.01 

5.19 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0

1,000

2,000

3,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）（世帯）

18歳未満世帯員のいる

ひとり親世帯数

18歳未満世帯員のいる一般世帯のうち、

ひとり親世帯の割合
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（３）女性の就業状況 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カーブを描

いています。有配偶の女性の年齢別就業率を平成27年と比較すると、令和２年では全体的

に高くなってます。 

令和２年の女性の年齢別就業率を国、県と比較すると、概ね同水準で推移しています。 

 

 

女性の就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 

 

 

女性（有配偶）の就業率（国・愛知県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年 10 月１日） 

  

15.8

64.3
71.9

63.3 64.3
69.1 71.9 71.7

68.2 57.7

36.1

21.9 10.6

5.1

1.7

36.0

49.5

59.7 56.2
59.9

67.2
71.3 70.8

66.9

56.0

34.1

20.1 10.2 5.7

2.1

28.1

42.9

55.5 53.7
57.0

66.8
71.8 69.7

63.1

44.5

27.3

15.1

7.8
4.0

2.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

令和２年（全体） 令和２年（有配偶） 平成27年（有配偶）

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

春日井市 36.0 49.5 59.7 56.2 59.9 67.2 71.3 70.8 66.9 56.0 34.1 20.1 10.2 5.7 2.1

愛知県 31.7 48.3 58.8 57.0 61.0 67.7 71.2 70.8 67.9 57.0 38.3 24.5 14.1 8.7 4.7

全国 27.3 48.0 59.4 59.0 61.7 67.1 70.2 70.1 67.7 56.3 37.2 23.9 13.8 8.5 4.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

（％） 
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（４）教育・保育サービス等の状況 

① 幼稚園の状況 

本市の幼稚園の状況をみると、定員数・利用児童数・箇所数ともに減少しており、令和

５年で定員数は4,972人、利用児童数は2,798人となっています。 

 

幼稚園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ 

 

 

② 保育園の状況 

本市の保育所の状況をみると、定員数・利用児童数・箇所数ともに増加しており、令和

５年で定員数7,443人、利用児童数5,981人となっています。 

 

保育園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ  

5,652 5,452 5,282 5,282 4,972 
3,868 3,768 3,467 3,155 2,798 

20 
19 

18 18 
17 

0

5

10

15

20

25

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（箇所）（人）

定員数 利用児童数 箇所数

7,055 7,153 7,226 7,192 7,443 

5,657 5,718 5,803 5,931 5,981 

59 61 63 65 68 

0

20

40

60

80

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（箇所）（人）

定員数 利用児童数 箇所数
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③ 認定こども園の状況 

本市の認定こども園の状況をみると、利用児童数・箇所数ともに増加しており、令和５

年で利用児童数900人となっています。 

 

認定こども園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定こども園の状況の内訳 
単位：人 

  令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

定員数 

総数  918 888 1,019 949 1,044 

 うち、１号 339 309 413 363 387 

 うち、２号・３号 579 579 606 586 657 

利用児童数 

総数  727 693 816 825 900 

 うち、１号 254 252 315 283 340 

 うち、２号・３号 473 441 501 542 560 

資料：春日井市調べ 

  

918 888 
1,019 949 

1,044 

727 693 
816 825 900 

5 5 

6 6 

7 

0

2

4

6

8

0

500

1,000

1,500

2,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（箇所）（人）

定員数 利用児童数 箇所数
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（５）放課後のこどもの居場所の状況 

① 放課後児童クラブの状況 

本市の放課後児童クラブにおける定員数・箇所数・登録児童数ともに増加傾向にありま

す。登録児童数は、令和６年で3,290人となっています。 

 

放課後児童クラブの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ（各年４月１日） 

 

② 放課後子供教室の状況 

本市の放課後子供教室の登録児童数は新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度

に減少しましたが、その後は増加傾向にあり、令和５年度で2,938人となっています。 

 

 

放課後子供教室の登録児童数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ（各年度３月時点） 

 

 

 

2,790 2,924 2,994 3,039 
3,230 3,371 

2,850 2,788 2,821 2,965 
3,182 3,290 

46 48 49 50 
53 

57

0

20

40

60

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（箇所）（人）

定員数 登録児童数 箇所数

3,460 

2,318 
2,507 2,647 

2,938 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）



     

 
12 

 

（６）配慮が必要な子どもの状況 

① 児童虐待対応件数の推移 

本市の児童虐待通報件数は増減を繰り返しており、令和４年度で市役所対応が201件、児

童相談センター対応が458件となっています。 

 

児童虐待対応件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：児童相談のあらまし（愛知県春日井児童相談センター）、春日井市調べ  

51 70 88 86 
130 

201 

305 

441 

527 

455 
482 458 

0

200

400

600

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）

児童虐待通告等

新規対応件数（春日井市）

児童虐待通告等新規

対応件数（春日井児童相談センター）
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② 要保護児童数 

本市の要保護児童数は令和元年から減少傾向でしたが、令和５年で173人となっていま

す。 

 

要保護児童数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ 

 

 

③ 障害のあるこどもの状況 

本市の障害のあるこどもの状況を見ると、令和５年度で児童発達支援利用児童数が延べ

7,127人、放課後デイサービス利用児童数は延べ11,413人となっており、いずれも増加して

います。 

また、発達相談所の面接利用人数は、概ね横ばいで推移しています。 

 

児童発達支援利用児童数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市調べ 

 

  

228 

165 

115 
105 

173 

0

50

100

150

200

250

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

4,632 4,861 
5,875 

6,601 
7,127 

7,299 7,594 
8,493 

9,633 

11,413 

193 222 192 223 224

0

3,000

6,000

9,000

12,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人）

児童発達支援利用児童数（未就学児） 放課後等デイサービス利用児童数（就学児）

発達相談の面接人数
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④ 外国人のこどもの数 

本市の20歳未満の外国人数は、令和２年現在で815人となっており、20歳未満総人口の

1.4％という状況です。平成27年よりも人数、比率ともに増加しています。 

 

20 歳未満の外国人数の推移 
 

区分 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

０～４歳 159 164 216 

５～９歳 149 139 202 

10～14 歳  142 134 187 

15～19 歳  161 168 210 

20 歳未満外国人合計 611 605 815 

20 歳未満外国人比率 1.0％ 1.0％ 1.4％ 

20 歳未満総人口 60,453 59,264 57,323 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 

 

 

⑤ いじめ認知件数の推移 

本市のいじめ認知件数は増減を繰り返しており、令和５年で小学校が291件、中学校が

128件となっています。 

 

いじめ認知件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：春日井市いじめ・不登校対策事業報告書 

 

  

228 

152 

280 299 291 

124 

53 

111 106 
128 

0

100

200

300

400

500

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（件）

小学校 中学校
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⑥ 不登校児童生徒の状況 

本市の30日以上不登校児童生徒数は増加傾向にあり、令和２年度までは小学校が100人

台で、中学校が300人台で推移していましたが、令和３年度以降大幅に増加し、令和５年度

には小学校が418人で、中学校は610人となっています。 

 

30 日以上不登校児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：春日井市いじめ・不登校対策事業報告書 

 

 

⑦ 年代別自殺死亡率 

本市における自殺死亡率は、愛知県・全国と比較すると特に20歳未満で高くなっており、

1.94となっています。 

 

年代別自殺死亡率（令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」から算出  
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248 

350 
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349 333 333 323 
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600
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平成
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元年度

令和
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令和
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小学校 中学校

1.94 1.94 

0.97 
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2.12 2.13 

0.65 

2.00 2.05 

0.00
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2.00

3.00

20歳未満 20歳～29歳 30歳～39歳

（人口10万対）

春日井市 愛知県 全国
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（７）若者の状況 

① 若年無業者数の推移（全国） 

全国の若年無業者数は50～60万人台で推移しています。また、令和２年については、若

年無業者の割合が急激に増加しています。令和４年では、人口に占める割合は2.3％となっ

ています。 

若年無業者数及び人口に占める割合の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「労働力調査」 

 

② ひきこもり 

内閣府が令和４年度に実施した「こども・若者の意識と生活に関する調査」から推測さ

れるひきこもりの若者（15～39歳）は、全国で約65万人です。ひきこもり期間の長期化に

伴って、本人や家族が高齢化し、親の介護や本人・家族の心身の健康上の問題、世帯の生

活困窮などの不安が生じるなど、課題が複合化・困難化し、これらの課題への幅広い対策

が必要です。 
 

ひきこもり状態にある者の推計数 
 

 
有効回収率 

に占める割合 
全国の推計数 

狭義の 

ひきこもり（Ａ） 

ふだんは家にいるが、近所のコンビニなどには

でかける 
0.74％ 

約 35 万人 自室からは出るが、家からは出ない又は自室か

らほとんど出ない 
0.30％ 

自室からほとんど出ない 0.06％ 

準ひきこもり（Ｂ） 
ふだんは家にいるが、自分の趣味に関する用事

のときだけ外出する 
0.95％ 約 30 万人 

広義のひきこもり（Ａ+Ｂ） 2.05％ 約 65 万人 

※ 総務省「国勢調査」（2020 年）によると、15～39 歳人口は 3,138 万人。 

3,138 万人×有効回収率に占める割合（％）＝全国の推計数（万人） 

資料：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」（令和４年度） 
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２ アンケート調査でみるこども・子育ての現状 

（１）春日井市子ども・子育てに関するアンケート調査概要 

① 調査の目的 

令和６年度の「第３次新かすがいっ子未来プラン（仮称）」計画策定にあたり、「子ども・

子育て支援事業計画」の需要量の見込みを算出するとともに、「次世代育成支援対策行動計

画」の基礎資料を得るため、市民の子育てに関する生活実態や子育て支援に対する意識等

について調査を行ったものです。 

 

② 調査対象 

（１）市内在住の就学前の児童を養育する保護者（以下「就学前児童保護者」という。） 

（２）市内在住の小学校低学年の児童を養育する保護者 

（以下「低学年児童保護者」という。） 

（３）市内在住の小学校高学年の児童を養育する保護者 

（以下「高学年児童保護者」という。） 

（４）市内在住の小学校高学年児童 

 

③ 調査期間 

【低学年・高学年】令和６年１月18日（木）～令和６年２月21日（水） 

【就学前・高学年本人】令和６年１月18日（木）～令和６年２月16日（金） 

 

④ 調査方法 

対象者に案内を郵送もしくは学校で配布し、Webアンケートによる回答 

 

⑤ 回収状況 

 配 布 数 有効回答数 有効回答率 

就学前児童保護者 5,000 通 2,267 通 45.3％ 

低学年児童保護者 2,150 通 756 通 35.1％ 

高学年児童保護者 2,150 通 734 通 34.1％ 

小学校高学年本人 2,150 通 1,393 通 64.8％ 

 

  



     

 
18 

 

（２）春日井市子ども・子育てに関するアンケート調査結果（抜粋） 

（低学年児童保護者、高学年児童保護者、就学前児童保護者） 

① お子さんをみてもらえる親族・知人がいるか（複数回答） 

就学前児童保護者では、「緊急時もしくは用

事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」の

割合が最も高くなっています。 

次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもら

える」の割合が高くなっています。 

平成30年度調査と比較すると、「緊急時もし

くは用事の際には祖父母等の親族にみてもら

える」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

日常的に祖父母等の親族
にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際
には祖父母等の親族にみ
てもらえる

日常的に子どもをみても
らえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際
には子どもをみてもらえ
る友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

22.6

67.3

2.1

12.4

16.8

0.0

27.4

60.1

2.8

8.8

14.6

0.3

27.2

62.5

2.0

15.1

11.7

0.5

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,267）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）

平成25年度調査

（回答者数 = 2,808）

【就学前児童保護者】 
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② 母親の就労状況（自営業、家族従事者含む）（複数回答） 

就学前児童保護者では、「以前は就労し

ていたが、現在は就労していない。」の割合

が最も高くなっています。 

平成30年度調査と比較すると、「フルタイ

ムで就労しているが、産休・育休・介護休

業中である。」の割合が増加しています。一

方、「以前は就労していたが、現在は就労し

ていない。」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 母親のフルタイムへの転換希望があるか（単数回答） 

就学前児童保護者では、「今のまま（パー

ト･アルバイト等）の就労を続けることを希

望」の割合が52.6％と最も高く、次いで「フ

ルタイムへの転換希望はあるが、実現でき

る見込みはない」の割合が33.9％となって

います。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

  

％

フルタイムで就労してお
り、産休・育休・介護休
業中ではない。

フルタイムで就労してい
るが、産休・育休・介護
休業中である。

パート・アルバイト等で
就労しており、産休・育
休・介護休業中ではな
い。
パート・アルバイト等で
就労しているが、産休・
育休・介護休業中であ
る。

以前は就労していたが、
現在は就労していない。

これまで就労したことが
ない。

無回答

23.0

20.4

24.9

4.3

25.9

1.0

0.5

19.0

12.9

24.6

2.5

38.9

1.4

0.7

16.1

8.1

22.6

1.6

47.5

2.8

1.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,261）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）

平成25年度調査

（回答者数 = 2,808）

％

フルタイムへの転換希望
があり、実現できる見込
みがある

フルタイムへの転換希望
はあるが、実現できる見
込みはない

今のまま（パート･アルバ
イト等）の就労を続ける
ことを希望

仕事をやめて子育てや家
事に専念したい

無回答

9.4

33.9

52.6

3.6

0.5

8.7

31.2

52.1

3.7

4.3

7.1

29.6

56.0

4.0

3.4

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 661）

平成30年度調査

（回答者数 = 747）

平成25年度調査

（回答者数 = 679）

【就学前児童保護者】 

【就学前児童保護者】 
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④ 平日に「定期的」に利用している施設や事業（複数回答） 

就学前児童保護者では、「認可保育園」の割

合が最も高く、次いで「幼稚園(通常の就園時

間のみの利用）」の割合が高くなっています。 

平成 30年度調査と比較すると、「認可保育

園」の割合が増加しています。一方、「幼稚園

（通常の就園時間のみの利用）」の割合が減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前々回調査では、「小規模な保育施設」の選択肢はありませんでした。 

 

 

⑤ お子さんが３歳以上のときに利用したい施設や事業（複数回答） 

就学前児童保護者では、「認可保育園」の割

合が最も高くなっています。 

平成 30年度調査と比較すると、「認可保育

園」「認定こども園」の割合が増加しています。

一方、「幼稚園（通常の就園時間のみの利用）」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

幼稚園（通常の就園時間
のみの利用）

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施
設

ファミリー･ サポート･
センター

その他

無回答

28.2

9.3

54.0

8.9

3.3

1.7

3.4

0.3

0.0

0.0

35.9

8.8

48.6

6.3

2.2

2.7

1.7

0.1

2.1

0.7

44.7

8.0

47.4

2.7

-

1.1

2.0

0.1

1.3

0.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 1,506）

平成30年度調査

（回答者数 = 1,609）

平成25年度調査

（回答者数 = 1,609）

％

幼稚園（通常の就園時間
のみの利用）

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施
設
ファミリー･ サポート･
センター

その他

利用する予定はない

無回答

42.9

39.0

63.4

36.5

7.5

2.1

3.2

1.0

1.4

0.0

48.0

41.6

54.6

29.3

7.5

1.1

3.3

1.0

0.7

3.1

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,267）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）

【就学前児童保護者】 

【就学前児童保護者】 
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⑥ 土曜日の、幼稚園、認定こども園などの定期的な利用希望（単数回答） 

就学前児童保護者では、「利用する必要は

ない」の割合が最も高くなっています。 

平成 30年度調査と比較すると、「月に１～

２回は利用したい」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 私用、親の通院、就労等の目的で不定期に利用している事業（複数回答） 

就学前児童保護者では、「利用していない」

の割合が最も高くなっています。 

平成 30 年度調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

利用する必要はない

ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用した
い

無回答

65.0

7.4

27.5

0.0

65.4

4.4

21.2

9.0

68.1

6.9

22.3

2.7

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 632）

平成30年度調査

（回答者数 = 678）

平成25年度調査

（回答者数 = 2,808）

％

一時預かり･一時保育

その他

利用していない

無回答

11.9

2.2

87.7

0.0

8.6

1.2

84.3

6.1

4.2

0.7

78.8

7.3

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,267）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）

平成25年度調査

（回答者数 = 2,808）

【就学前児童保護者】 

【就学前児童保護者】 
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⑧ 育児休業の取得状況（単数回答） 

母親では、「取得した（取得中である）」の割合が最も高くなっています。 

平成30年度調査と比較すると、「取得した（取得中である）」の割合が増加しています。

一方、「働いていなかった」の割合が減少しています。 

父親では、「取得していない」の割合が最も高くなっています。 

平成30年度調査と比較すると、「取得した（取得中である）」の割合が増加しています。

一方、「取得していない」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 育児休業を取得していない理由（複数回答） 

母親では、「子育てや家事に専念するため退職した」の割合が最も高く、次いで「職場に

育児休業の制度がなかった(就業規則に定めがなかった）」、「仕事に戻るのが難しそうだっ

た」の割合が高い傾向にあります。 

平成30年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

父親では、「仕事が忙しかった」の割合が最も高く、次いで「職場に育児休業を取りにく

い雰囲気があった」、「収入減となり、経済的に苦しくなる」の割合が高い傾向にあります。 

平成30年度調査と比較すると、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」「仕事が

忙しかった」の割合が増加しています。一方、「配偶者が働いていない、祖父母等の親族に

みてもらえるなど、育児休業を取得する必要がなかった」の割合が減少しています。 

  

【母親 就学前児童保護者】 【父親 就学前児童保護者】 
％

働いていなかった

取得した（取得中であ
る）

取得していない

無回答

30.2

55.5

13.5

0.8

47.3

36.6

14.3

1.8

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,267）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）

％

働いていなかった

取得した（取得中であ
る）

取得していない

無回答

1.5

16.0

78.7

3.9

0.6

3.1

90.8

5.5

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 2,267）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,762）
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【母親 就学前児童保護者】 【父親 就学前児童保護者】 
％

職場に育児休業を取りに
くい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く
復帰したかった

仕事に戻るのが難しそう
だった

昇給・昇格などが遅れそ
うだった

収入減となり、経済的に
苦しくなる

保育園などに預けること
ができた

配偶者が育児休業を取得
した

配偶者が働いていない、
祖父母等の親族にみても
らえるなど、育児休業を
取得する必要がなかった

子育てや家事に専念する
ため退職した

職場に育児休業の制度が
なかった（就業規則に定
めがなかった）

雇用期間に定めがある雇
用であったため育児休業
を取得できる要件を満た
さなかった

育児休業を取得できるこ
とを知らなかった

その他

無回答

11.8

7.5

6.6

15.1

0.0

5.2

4.3

0.7

1.6

39.0

20.0

14.8

1.6

16.4

1.3

14.5

8.4

4.6

11.2

0.8

5.1

1.5

0.0

4.6

41.6

19.8

10.4

1.5

16.8

4.8

15.3

6.2

3.1

10.8

0.5

4.3

1.7

0.0

6.2

43.9

15.6

7.2

0.5

19.7

7.4

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 305）

平成30年度調査

（回答者数 = 394）

平成25年度調査

（回答者数 = 417）

％

職場に育児休業を取りに
くい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く
復帰したかった

仕事に戻るのが難しそう
だった

昇給・昇格などが遅れそ
うだった

収入減となり、経済的に
苦しくなる

保育園などに預けること
ができた

配偶者が育児休業を取得
した

配偶者が働いていない、
祖父母等の親族にみても
らえるなど、育児休業を
取得する必要がなかった

子育てや家事に専念する
ため退職した

職場に育児休業の制度が
なかった（就業規則に定
めがなかった）

雇用期間に定めがある雇
用であったため育児休業
を取得できる要件を満た
さなかった

育児休業を取得できるこ
とを知らなかった

その他

無回答

41.5

48.7

0.6

5.2

10.2

32.7

2.2

28.6

19.3

0.1

9.6

0.6

2.7

7.3

0.6

34.6

38.2

0.0

7.0

8.2

28.4

1.4

25.6

34.9

0.0

10.8

0.2

1.9

4.9

7.4

34.7

37.9

0.0

6.6

6.7

24.8

0.8

19.4

47.4

0.1

11.1

0.4

1.7

4.9

4.6

0 20 40 60 80 100

令和５年度調査

（回答者数 = 1,783）

平成30年度調査

（回答者数 = 2,508）

平成25年度調査

（回答者数 = 2,604）
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（３）春日井市子ども・子育てに関するアンケート調査結果 

（小学校高学年本人） 

① 今、興味があるもの（複数回答） 

「ゲーム」の割合が最も高く、次いで「動

画（Youtube、配信サービスなど）」、「マンガ、

アニメ」の割合が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,393 ％

スポーツ

音楽

読書

学校の成せき

自然や科学のこと

かんきょうのこと

児どう会活動

子ども会活動

ダンスや、たいこなどの
活動

ゲーム

マンガ、アニメ

ファッション

テレビ番組

動画（Youtube 、配信
サービスなど）

芸のう人・タレント

パソコン・クロームブッ
ク・スマートフォンなど

LINE（ライン）などのイ
ンターネットでつながる
こと

友だちのこと

その他

特にない

無回答

51.4

40.8

30.6

26.5

21.2

16.2

5.2

4.0

15.4

68.3

51.7

17.5

32.7

60.9

16.9

37.3

27.9

34.5

9.8

1.6

0.0

0 20 40 60 80 100
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② 学校以外の活動や体験をしたことがあるか（複数回答） 

「家でのお手伝い」の割合が最も高く、次

いで「お祭りや地いきの運動会などのイベン

ト」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ いじめを受けたらどうするか（複数回答） 

「親に相談する」の割合が最も高く、次い

で「先生に相談する」、「友だちに相談する」

の割合が高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

回答者数 = 1,393 ％

お祭りや地いきの運動会
などのイベント

子ども会などの活動

公園のそうじや古新聞な
どのリサイクル活動
かんきょうにやさしい活
動

ボランティア活動

家でのお手伝い

その他

どれも活動や体験をした
ことがない

無回答

67.7

24.5

19.5

16.9

15.1

77.1

2.4

4.8

0.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,393 ％

相手にもんくを言う

学校を休む

友だちに相談する

親に相談する

兄弟姉妹、おじいちゃ
ん、おばあちゃんに相談
する

先生に相談する

相談室の先生に相談する
（心の教室相談員、ス
クールカウンセラー）

電話相談などに相談する

インターネット上に書き
込む

スクールサインに書き込
む

じっとがまんする

その他

無回答

28.4

18.6

44.1

62.8

16.4

50.8

13.4

3.7

3.2

9.7

22.0

6.9

0.0

0 20 40 60 80 100
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第３章    基本理念と施策の体系 

 

 

 

１ 基本理念 

春日井市第六次総合計画において、本市の将来像である、「暮らしやすさと幸せとつなぐ

まち かすがい」を実現するため、時代の潮流を的確に捉え、地域住民や多様な主体と連

携し、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく地域共生社会の実現を

めざすこととしています。 

また、子育て・教育の分野は、「こどもの笑顔があふれるまち」を掲げ、安心してこども

を産み、育てることができ、やさしさとたくましさを持ったこどもを育み、夢や誇りを持

つことができるまちをめざしていきます。 

また、『こども大綱』では、こどもの視点に立って意見を聴き、こどもにとって一番の利

益を考え、こどもと家庭の福祉や健康の向上を支援し、こどもの権利を守る「こどもまん

なか社会」の実現を目指しています。 

本計画では、春日井市第２次かすがいっ子未来プランの理念や方向性などを引き継ぐと

ともに、『こども大綱』や春日井市第六次総合計画基本計画の目指すまちづくりも踏まえ、

「こどもまんなか社会」の実現を目指します。 

「こどもまんなか社会」が実現に向け、全てのこどもたちが自分らしく健やかに幸せに

成長できるよう社会全体で支え、こどもや若者が自分の希望や能力を活かすことや、こど

もを育てたいといった願いを叶えることができるよう、「こどもの成長を支え、可能性を広

げる『こどもまんなか』のまち春日井」を基本理念とします。 

 

 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
「こどもの成長を支え、可能性を広げる 

『こどもまんなか』のまち春日井」 
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２ 基本目標 

基本理念の実現に向けて、３つの基本目標を掲げ、施策を推進していきます。 

 

（１）こどもの将来にわたるウェルビーイングの向上 

こどものウェルビーイングの向上に向けて、ライフステージに応じてこどもの教育や保

育の充実とともに、安心して出産や子育てができるよう、妊娠期からのこどもの発育・発

達への支援に取り組みます。また、こどもの自主性・社会性の育成やこどもの放課後の居

場所づくり、困難を抱える若者への支援など、こどもの健やかな成長と発達を総合的に支

援します。 

 

（２）こどもや若者への切れ目ない支援の充実 

こどもの貧困対策や児童虐待防止対策を推進しつつ、障がいのある児童等、配慮が必要

なこどもや保護者を対象に、関係機関等が連携を図りながら、それぞれの特性に合わせて、

こども・若者やその家庭への切れ目のない支援の充実を図ります。 

さらに、安全な道路交通環境や防犯・防災対策など、安心して子育て・子育ちできるま

ちづくりに取り組みます。こどもと若者は、未来を担う存在でありながら、今を生きる主

体でもあります。こどもの権利を尊重し、適切な情報と知識を提供して自己決定を支援し

ます。 

 

 

（３）子育て家庭が安心して子育てができる社会環境の整備 

安心して仕事と子育てを両立できる環境づくりのため、ワーク・ライフ・バランスの理

解や促進に努め、仕事と子育てを両立するための環境づくりや、男女共同参画による子育

てを促進し、保護者が安心して子育てができる環境を整備します。 

また、保護者の子育てにおける不安や悩みに対する相談支援や情報提供の充実、ひとり

親家庭への支援の充実を図るとともに、家庭や地域の教育力の向上を図ります。 
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３ 子育て家庭
が安心して
子育てがで
きる社会環
境の整備 

妊
娠
前
か
ら 

幼
児
期
ま
で 

（１）母子の健康の確保 

（１）こども・若者の権利に関する理
解促進 

（２）青少年団体への支援 

（３）こどもの貧困の連鎖の防止 

（４）障がいのあるこどもへの支援 

（５）外国人のこどもへの支援 

（６）児童虐待の防止と社会的養護 

（７）こども・若者の自殺対策の推進 

（８）防犯・交通安全に関する取組み 

（９）防災・防火に関する取組み 

（１）妊娠・出産・子育ての不安の 
軽減 

 
（２）育児力の向上支援 

（３）市民や地域による子育て支援の
推進 

 （４）ワーク・ライフ・バランスの 
推進 

 
（５）ひとり親家庭の自立支援 

（６）子育てに関する情報の提供 

（２）親子が集うひろば等の提供 

（３）就学前児童の教育・保育の提供 

（１）学び・体験する機会の提供 

（２）学習環境・生活環境の向上 

（３）放課後児童の居場所の確保 

学
童
期
・ 

思
春
期 

（４）非行防止活動の推進 

（５）いじめ・不登校への対応 

（２）若者に対する就労支援 

（１）困難を抱える若者への支援 青
年
期 

 

３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「
こ
ど
も
の
成
長
と
可
能
性
を
広
げ
る
『
こ
ど
も
ま
ん
な
か
』
の
ま
ち
春
日
井
」 

２ こどもや若
者への切れ
目ない支援
の充実 

１ こどもの将
来にわたる
ウェルビー
イングの向
上 

（４）多様な保育事業の提供 

［ 基本理念 ］ ［ ライフステージ ］ ［ 基本目標 ］ ［ 施策 ］ 


